
院内保育所運営事業費補助金交付要綱 

 

制定 平成 27年３月 31日付け医政第 1656号 

改正 令和７ 年３月 31日付け医政第 1541号 

改正 令和８ 年３月 25日付け医政第 1640号 

 

（目的） 

第１ 本県における医療従事者の離職防止及び再就業を促進するとともに、医療機関による入院

治療の必要はないが、安静の確保に配慮する必要がある集団保育が困難な児童の保育（以下

「病児等保育」という。）を行うため、第２に掲げる法人等が職員等の委託を受けて乳児又は

幼児に対し必要な保護を行う事業（以下「院内保育所運営事業」という。）を行う場合に要す

る経費に対し、予算の範囲内で、岩手県補助金交付規則（昭和 32年岩手県規則第 71号。以下

「規則」という。）及びこの要綱により補助金を交付する。 

 

（補助金の交付の対象及び補助額） 

第２ 次に掲げるものが行う、院内保育所運営事業を交付の対象とする。 

（１） 国民健康保険団体連合会及び国民健康保険組合 

（２） 国家公務員共済組合及びその連合会 

（３） 公共企業体職員等共済組合 

（４） 地方公務員等共済組合 

（５） 私立学校教職員共済組合 

（６） 農林漁業団体職員共済組合 

（７） 健康保険組合及びその連合会 

（８） 全国厚生農業協同組合連合会 

（９） 日本赤十字社 

（10） 社会福祉法人 

（11） 医療法人 

（12） 一般社団法人又は一般財団法人等 

（13） その他知事が適当と認める者 

２ 岩手労働局が支給する事業所内保育施設設置・運営等支援助成金を受給した場合は、交付の

対象外とする。 

３ 第１に規定する経費及びこれに対する補助額は、別表第１のとおりとする。 

 

（補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 

第３ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、補助額に影響のない事業内

容の変更とする。 

 

（申請の取下期日） 

第４ 規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日

から起算して 15日以内とする。 



（立入検査等） 

第５ 知事は、予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して、必要な報告を求め、又は

当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若

しくは関係者に質問させることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委託の業

務を行う者と契約を締結するに当たっては、知事が、予算の執行の適正を期するため、当該委

託の業務を行う者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち

入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨

の条件を付さなければならない。 

 

（書類の整備等） 

第６ 補助事業者は、補助事業に係る補助金の経理を明らかにした書類を整備し、当該補助事業

の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間これを保存しなければならない。 

 

 （前金払） 

第７ 知事は、必要があると認める場合は、補助金の９割以内を前金払することがある。 

２ 補助事業者は、補助金の前金払を請求しようとするときは、院内保育所運営事業補助金前金

払請求書（様式第５号）に知事が必要と認める書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

 （消費税等仕入控除税額に係る報告等） 

第８ 補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の交付の申請をするに当たって、当該補

助金に係る消費税等仕入控除税額（補助金の交付の対象となる経費に含まれる消費税及び地方

消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号）の規定により仕入れに係る消

費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226号）に規定す

る地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率（当該補助金の額を当該経費の額で除

して得た率のことをいう。）を乗じて得た額をいう。以下同じ。）が明らかではないため、消費

税等仕入控除税額を含めて補助金の交付の申請をした場合に、当該申請の後に当該消費税等仕

入控除税額が明らかになったときは、速やかに消費税等仕入控除税額報告書（様式第７号）に

より知事に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けた後に前項の報告をした場合は、当該報告による知事の

補助金の返還の命令を受けて、前項の報告に係る消費税等仕入控除税額を返還しなければなら

ない。 

 

（提出書類及び提出期日） 

第９ 規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表第２のとおりとす

る。 

 

 （その他） 

第 10 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に関して必要な事項は知事が別に定める。 

 



別表第１（第２関係） 

１ 基準額 ２ 対象経費 ３ 補助額 

各院内保育施設につき、１により算定した基
本額より保育料収入相当額（注１）を控除のう
え、院内保育施設の運営に係る設置者の負担能
力指数による調整率（注２）を乗じて得た額と、
２により算定した加算額の合計額とする。 
１ 基本額 
（Ａ型特例） 
１人 × ２３７，４００円 × 運営月数 
（Ａ  型） 
２人 × ２３７，４００円 × 運営月数 
（Ｂ  型） 
４人 × ２３７，４００円 × 運営月数 
（Ｂ型特例） 
６人 × ２３７，４００円 × 運営月数 

２ 加算額 
（２４時間保育を行っている施設） 
３０，７５０円 × 運営日数 
（病児等保育を行っている施設） 
２７８，３４０円 × 運営月数 

（緊急一時保育を行っている施設） 
２７，２１０円 × 運営日数 

（児童保育を行っている施設） 
１４，７６０円 × 運営日数 

（休日保育を行っている施設） 
１５，２７０円 × 運営日数 

院内保育所の運営に
必要な給与費（常勤職
員給与費、非常勤職員
給与費、法定福利費
等）、委託料（上記経費
に該当するもの。） 

 

 次により算出され
た額とする。ただし、
算出された額に1,000
円未満の端数が生じ
た場合には、これを切
り捨てるものとする。 
１ 第１欄に定める
基準額と第２欄に
定める対象経費の
実支出額とを院内
保育施設ごとに比
較して、少ない方の
額を選定する。 

２ １により選定さ
れた額に２分の１
を乗じて得た額を
交付額とする。 

 

注１ （保育料収入相当額） 

   保育料収入相当額は、２４，０００円に保育月数を乗じた金額の合計額とする。また、保

育料収入相当額の算出にあたっては、対象となる上限の人数はＡ型特例については１人、Ａ

型については４人、Ｂ型については１０人、Ｂ型特例については１８人とする。 

 

  



注２ （負担能力指数による調整率） 

   院内保育施設の運営に係る設置者の負担能力指数（以下「負担能力指数」という。）によ

る調整率は、次のとおりとする。ただし、院内保育施設設置後３か年を経過していない施

設にあっては適用しない。 

負担能力指数 調整率 

５未満 １．０ 

５以上２０未満 ０．８ 

２０以上 ０．６ 

     負担能力指数とは、補助を受けようとする年度の前々年度の病院決算における当期剰余

金を、補助を受けようとする年度の院内保育所運営費に係る設置者負担額（院内保育所運

営事業補助金交付前の額）で除した数値とする。 

     ただし、院内保育施設運営費は、院内保育施設運営費支出予定額と以下に定める標準経

費とを比較して少ない方の額とする。 

標準経費の算出方法 保育士等の数 × 標準人件費 ＋ その他の経費 

算

出

方

法

の

語

句

の

説

明 

保育士等の数 当該年度の４月１日（土曜日又は休日の場合は直後の平日とする。）

現在の院内保育施設利用職員の児童数を、２．６人で除して得た数値

（小数点第２位を四捨五入し小数点第１位までとする。）とする。 

 ただし、算出された保育士等の数がＡ型特例及びＡ型にあっては２

人、Ｂ型にあっては４人、Ｂ型特例にあっては１０人を下回る場合は、

当該院内保育施設の保育士等の数は、Ａ型特例及びＡ型２人、Ｂ型４

人、Ｂ型特例１０人とする。 

標準人件費  年額 ３，１８６，０００円 

その他の経費  院内保育施設運営費支出予定額から保育士等の職員の人件費を除

いた経費のうちの知事が認めた額とする。 

 ただし、借入金の返済、土地購入費等の資本取引に係る経費及び保

育士等の職員の給食費等院内保育施設の運営費以外の費用は認めな

いものとする。 

 

  



別表第２（第９関係） 

条  項 提出書類及び添付書類 様式 
提出 

部数 
提出期日 

規則第４条の規

定による書類 

院内保育所運営事業費補助金交付申請

書 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ その他知事が必要と認める書類 

第１号 

 

第２号 

第３号 

１部 

 

１部 

１部 

別に定める。 

規則第６条第１

項第１号、第２

号及び第３号の

規定により承認

を受ける場合の

書類 

院内保育所運営事業変更（中止、廃止）

承認申請書 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書 

第４号 

 

第２号 

第３号 

１部 

 

１部 

１部 

変更（中止、廃

止）の理由が生

じた日から 15

日以内 

規則第 13条第１

項の規定による

書類 

院内保育所運営事業費補助金請求書 

１ 事業実績書 

２ 収支精算書 

３ その他知事が必要と認める書類 

第６号 

第２号 

第３号 

１部 

１部 

１部 

 

 

当該事業を完了

した日（規則第

６条第１項第３

号に規定する事

業の中止又は廃

止の承認を受け

た場合には、当

該承認の通知を

受理した日）か

ら 30 日以内又

は補助金の交付

の決定を受けた

年度の３月 31

日のいずれか早

い日 

 


